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序     文 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、トルコ国からの技術協力要請に基づき、1997 年 4月からトラブゾン中央水産

研究所（CFRI）において、カレイ類の種苗生産および育成技術の開発と研究者の能力向上を目的とする技術協

力プロジェクト「トルコ黒海水域増養殖開発計画」を開始しました。その後、2002 年 1月に実施された終了時

評価調査において、「養成親魚からの採卵技術確立」及び「仔稚魚生残率の安定化」が残された課題として確認

され、これらの課題を解決すべく、2002年4月から2年6ヵ月間のフォローアップ協力を実施しました。 

当機構では、本計画の協力実績を把握し、トルコ側との合同で協力効果の評価を行うとともに、日本国およ

びトルコ国の両国が取るべき措置を両国政府に報告することを目的として、2004年7月25日から2004年8月

13 日にかけて、当機構農村開発部水産開発チーム長の佐々木十一郎を団長とする運営指導（終了時評価）調査

団を現地に派遣しました。調査団は、トルコ国政府関係者や、派遣専門家と協議を行うと共に、プロジェクト

サイトでの現地調査を実施しました。また、本件協力の成果を踏まえ要請のあった、平成16年度採択新案件「カ

レイ養殖」の実施にむけた取り扱いに関しての協議も実施しました。その後、帰国後の国内作業を経て、調査

団の調査結果を本報告書に取りまとめました。 

終わりに、今回のこの技術協力事業の実施が、今後の両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待

するとともに、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成18年4月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 古賀 重成 
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写   真 
 

  
プロジェクトC/P機関であるトラブゾン中央水産研究所（CFRI）。トルコ農業村落省（MARA）に属する水産研究
所であり、水産および海洋分野にかかる幅広い研究を本来業務としている。右側写真は、プロジェクトのシン
ボルマークをあしらった看板。 
 

  
ウェットラボに入場する際は、必ずビニール製の土足カバーを装着のうえ、入り口で消毒液に両足を浸してか
ら入場するように決められている。なお使用した土足カバーは、使い捨てで処分される。 
 

  
1998 年に設置されたドイツ製の紫外線照射殺菌装置。主として種苗生産施設に飼育水を供給している。フィル
ター部細菌数もルーチン業務として検査されているなど、しっかりと管理体制が確立され、メンテナンスも良
好であると判断された。紫外線ランプは 16 個使用しており、通常 8000 時間照射で交換が必要となるが、トラ
ブゾン中央水産研究所では種苗生産開始前に交換されるとのこと。スペアランプの価格は 600 ドル／個でドイ
ツからトルコ業者が輸入している。なおランプ交換にかかる費用はトルコ側負担。 



  

  
トラブゾン中央水産研究所における種苗生産施設。左の写真は種苗生産用タンク（20L タンク×36 個）で孵化
後の初期に使用されている。一方、右の写真は種苗生産用タンク（2.5 トン）。飼育に使用される海水は紫外線
殺菌されたものが用いられている。 
 

  
トラブゾン中央水産研究所における親魚用コンクリートタンクと養成されている親魚。親魚用タンクは 4 基設
置されており、飼育水は黒海の異なる水深（水温）の海水を殺菌することなく使用している。親魚は3～6歳魚
が用いられ、6歳魚で3.5～4Kgに成長する。 
 

  
トラブゾン中央水産研究所で種苗生産された水腫をもつ黒海イボガレイ種苗（左側：3日齢種苗，右側：4日齢
種苗）。左側写真では油球の位置に異常が認められ、一方右側写真では、体全体が膨らむ水腫特有の形態異常の
状態である。 

 

 

 



  

評価調査結果要約表 
1. 案件の概要 

国名：トルコ共和国 案件名：黒海水域増養殖開発計画フォローアップ協力 

分野：水産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部水産開発チーム  

先方関係機関：農業村落省農業生産開発総局（TUGEM） 

日本側協力機関：JICA  

協力期間 2002.4-2004.10 

他の関連協力：黒海水域増養殖開発計画(1997-2002) 

1-1 協力の背景と概要 

 1997年から2002年まで実施された同計画本体協力の終了時評価(2002年1月)において、「養成親魚か

らの採卵技術の確立」及び「仔稚魚生残率の安定化」が残された課題として確認され、2002 年 4 月から

2.5年間のフォローアップ協力が実施されることになった。 

 

1-2 協力内容 

(1) 最上位目標 

黒海沿岸水域で魚類養殖が発展する。 

(2) 上位目標 

 プロジェクト活動を通じて開発した養殖技術が実用され、その効果が確かめられる。 

(3) プロジェクト目標 

カレイ類の種苗生産及び飼育技術が開発される。 

(4) 成果 

1) 養成親魚からの孵化技術が開発される。 

2) 稚魚・幼魚の飼育技術が開発される。 

(5) 投入 

日本側 

長期専門家派遣   2名（延べ4名） 機材供与  4,595千円 

短期専門家派遣   7名          現地業務費    22,935千円 

研修員受入れ     3名 

相手国側 

カウンターパート配置 12名           施設・機材提供 

ローカルコスト負担   4,020億リラ（3,107万円）*1百万リラ=77.3円（2004年7月） 

2. 運営指導（終了時評価）調査団の概要 

調査者 

担当分野      氏名        職位 

団長 総括      佐々木 十一郎 JICA農村開発部水産チーム・チーム長 

団員 種苗生産    岩本 明雄    独立行政法人水産総合研究センター  

屋島栽培漁業センター場長 

団員 魚病（ウイルス）西岡 豊弘   水産総合研究センター  

上浦栽培漁業センター主任技術開発官 

団員 養殖技術普及  河原 省吾    トルコ国派遣JICA短期専門家 

団員 計画管理    堧水尾 真也   JICA農村開発部水産チーム職員 

団員 評価分析    前川 晶      インテムコンサルティング株式会社 

調査期間 2004.7.25 ～ 2004.8.13  評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

 2004年を除いては継続して年間10,000尾以上を生産しており、プロジェクト目標はほぼ達成した。成

果 1)の養成親魚からの孵化技術の開発は、一定数の卵数及び孵化仔魚が得られたため達成されたと評価

できる。成果2)の稚魚・幼魚の飼育技術の開発は、2004年を除いては指標値を達成した。また初期餌料

生物の栄養強化法が確立した。このため、成果はほぼ達成されたと評価する。 

 2004 年については、予測不可能な魚病が発生し、種苗が大量斃死した。これは PDM 上の外部要因に掲



  

げられていた事象である。このため2004年の指標値は達成できない見込みであり、技術的な自立発展性

に問題を残している。 

 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

 本 F/U 協力は、トルコの国家政策、受益者であるトラブゾン中央水産研究所のカウンターパートのニ

ーズ、日本の対途上国援助施策、日本の技術優位性の観点から妥当性が高い。 

 

(2) 有効性 

 外部要因の影響を受けた 2004 年を除き、2002 年度、2003 年度と連続して種苗の生残率並びに生産種

苗数はPDM上の指標値を達成したため、有効性は概ね高い。 

 

(3) 効率性 

 専門家の投入、C/Pの日本における研修、機材供与は計画通り実施され、供与された機材は研究所施設

と併せ、非常に良好な状態で管理、利用されており、効率性は非常に高い。 

 

(4) インパクト 

 CFRI が民間養殖業者等に対し、黒海イボガレイの種苗生産技術を研修やセミナーを通じて普及活動を

行い、民間養殖業者はプロジェクトが生産した種苗を購入し生産、販売を開始したこと、CFRI がマスメ

ディア、広報活動により積極的に紹介され、トルコにおける黒海イボガレイ研究に関する中核機関とし

て広く知られていること、黒海イボガレイの高い放流効果が示唆されつつあることなどから、正のイン

パクトが多く現れている。 

 

(5) 自立発展性 

 トルコ政府の次期国家開発計画においても養殖開発を含む水産開発の重要性は変らないこと、C/Pの数

が本体協力時よりも増加したこと、トルコ側ローカルコスト予算額は毎年増加し、協力終了後の2005年

度予算要求額は2004年度予算承認額の30％増となっていること等、組織的及び財務的な自立発展性は極

めて高い。 

しかしながら、技術的にはウイルス、水腫といった魚病問題に直面しており、自立発展性を確保する

上で負の要因となっている。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 適切なプロジェクト目標、成果の指標設定と協力期間及びトルコ政府の政策、ニーズとの整合性が、

効果発現に貢献した。 

種苗生産試験研究的性格のプロジェクトであることを考慮し、適切な指標が設定された。また、前プ

ロジェクト(1997-2002)の成果を受けて、残された課題をF/U協力のプロジェクト目標及び成果として的

を絞ったため、その達成が確実性の高いものであった。 

 2.5年間の協力期間が、黒海イボガレイの種苗生産期を3回試験することを可能とし、同種の種苗生産

に関する多くの研究実績と知見を得ることにつながった。 

 本協力はトルコの国家政策に合致していたため、人材、予算の面で十分な条件が確保され、それがプ

ロジェクトの活動を円滑に運ぶ大きな要因であった。 

プロジェクトの間接的効果として、CFRIが独自に民間養殖業者、大学関係者、MARA職員等に対する研

修や啓発活動を行い、また生産した種苗を黒海に放流して放流効果に関する知見を積むなど比較的短期

間に多くの実績を上げている。これらのトルコ側の大きな努力を引き出せた背景には、政策上の整合性

以外にJICAの研修を通じた効果が考えられる。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

 技術移転の方法に関しては、マニュアルの作成が技術を体系化し、C/Pの自主的な活動を可能とした。



  

 プロジェクトのマネジメント体制については、トルコ側の努力により本 F/U 協力開始の前提条件がす

べて満たされ、特に効率性、インパクト、組織的・財務的自立発展性を高めた。 

前プロジェクト時には CFRI 予算とプロジェクト予算が明確に分けられていなかったが、F/U 協力が開

始されてからプロジェクト予算が明確に管理され、毎年増額されていること、種苗販売による収益を回

転資金の一部とし、期末に残がある場合は、CFRI の正職員に配分されインセンティブシステムを作って

いること、C/Pが増員されていることなど、プロジェクトのマネジメント体制は強化されている。 

 

3-4 問題点および問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

 魚病対策に関する投入、活動が少なかった。このため的確な魚病の診断と対処が困難であった。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

 2004 年の種苗生産初期にウイルス性疾病が発生し、直接的な因果関係は不明であるものの、孵化仔魚

が大量斃死した。このため、2004 年に予定していた種苗を使った研究活動の一部が実施できず、結果と

して給餌試験、人工餌料研究、仔稚魚飼育の環境条件操作等の継続実験ができなかった。 

 

3-5 結論 

 評価分析の結果、外部条件である魚病が発生したためプロジェクト目標は完全とは言えないが概ね達

成され、黒海イボガレイの種苗生産及び飼育技術はほぼ確立した。プロジェクトの成果である養成親魚

からの孵化技術の開発並びに稚魚・幼魚の飼育技術の開発についても同様である。 

 評価5項目については、同様の理由から2004年の目標達成に至らなかったため、同年に関しては技術

的な課題を残し、これが技術的自立発展性上負の要因となっている。 

効率性、インパクト、組織的・財務的自立発展性は極めて高い。また妥当性、有効性は高いと評価す

る。但し、インパクトに関しては、特に上位目標の達成状況との関係において、黒海イボガレイの積極

的な養殖普及のために、同種の飼育技術のさらなる向上と養殖の経済的可能性を調査する必要がある。 

 

3-6 提言 

(1) トルコ国MARAは、早急にウイルスを含めた魚病診断能力の向上と魚病発生時の対処方法、防疫対策

を講じるべきである。特に2004年に新たに発生したVHSへの対策を講じるべきである。 

(2) トルコ国MARAは、一層の安定した種苗生産を可能とするため、水腫対策を含め種苗生産試験を継続

してデータの蓄積と活用を図るべきである。 

(3) トルコ国MARAは、上位目標となっている黒海イボガレイの養殖技術の実用化を検証するため、現状

の活動をプロジェクト終了後も継続するべきである。 

(4) トルコ国MARAは、遺伝子資源の多様性に留意を払いながら、黒海イボガレイ放流事業実施の可能性

にかかる検証を行うべきである。 

(5) 日本およびトルコの両政府は、黒海イボガレイの VHS 防除体制の確立と、水腫に対する対処手法を

検討するため、新規案件の立ち上げを検討するべきである。 

 

3-7 教訓 

(1) 相手国実施機関の十分な予算と人材の投入を得るためには、相手国の政策との整合性が重要である。

また、相手国実施機関関係者の日本での研修事業を通じた相互の信頼と理解が大きな意味をもつ。

(2) プロジェクトで使用する施設、機材の管理を行う専任技術者を配置することが、円滑な事業の運営

のために大切である。 

(3) 特に人為管理下に生物を置く養殖のような事業を行う場合は、魚病発生は不可避であるとの認識に

立ち、協力当初から当該分野に関する協力のコンポーネントを設け、相応の投入を図るべきである。

 

3-8 その他 

 アンタルヤ県におけるベイメリック養殖開発センターをプロジェクトサイトとする平成16年度新規採

択案件「カレイ養殖」については、CFRI で生産される黒海イボガレイの種苗の供給を前提とする普及活



  

動が主要な内容であるため、現状を踏まえその実施は見合わせるべきであり、今後のCFRIの種苗生産結

果を見極めた上で、プロジェクト開始時期を検討すべきである。 



  

略語表 

略   語 意   味 

BMC (Beymelek Mariculture Center)  ベイメリック養殖開発センター 

CFRI (Central Fisheries Research Institute) トラブゾン中央水産研究所 

C/P（Counterpart） カウンターパート 

EU (European Union) 欧州連合 

F/U (Follow Up) フォローアップ 

IHN（Infectious Hematopoietic Necrosis） 伝染性造血器壊死症 

IPN（Infections Pancreatic Necrosis） 伝染性膵臓壊死症 

JICA (Japan International Cooperation Agency) 独立行政法人国際協力機構 

MARA (Ministry of Agriculture and Rural Affairs) 農業村落省 

M/M (Man / Month)  人月（単位） 

NGO (Non-Governmental Organization) 非政府組織（民間非営利団体） 

ODA (Official Development Assistance) 政府開発援助 

OIE（Office international des épizooties） 国際獣疫事務局 

PCM (Project Cycle Management) プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PCR (Polymerase Chain reaction) ポリメラーゼ連鎖反応 

PDM (Project Design Matrix) プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PDM0 (PDM-zero) オリジナルPDM 

PDME (PDM-Evaluation) 評価用PDM 

R/D (Record of Discussion) 討議議事録 

RTG-2 (Rainbow Trout Gonadal Cells) ニジマスから得た培養細胞 

RT-PCR (Reverse Transcriptase - Polymerase Chain 

reaction) 

逆転写ポリメラーゼ連鎖反応 

SPO（State Planning Organization） 国家計画庁 

TUGEM（General Directorate of Agricultural Production and 

Development） 

農業村落省（MARA）農業生産開発総局 

UV（Ultra Violet） 紫外線 

VHS（Viral Hemorrhagic Septicemia） ウイルス性失血性敗血症 

VNN（Viral Nervous Necrosis） ウイルス性神経壊死症 
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第１章 運営指導（終了時評価）調査の概要 
 

１−１ 調査団派遣の経緯と目的 

本調査では、2004年10月のフォローアップ協力期間終了を迎えることに先立ち、以下の目的により評価調査

を行う。 

（1） プロジェクト目標が達成されたかどうかを実績に基づき評価5項目の観点から検証する。 

（2） 評価結果に基づき、残存協力期間の活動計画を明確にすると共に、協力期間終了後のとるべき対応策につ

いて協議し、その結果を両国政府関係機関に報告・提言する。 

（3） 今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するために、本協力の実施による教

訓を取りまとめる。 

（4） 本件協力の成果を踏まえ要請のあった、平成16年度採択新案件「カレイ養殖」の実施にむけた取り扱い

に関しての協議を実施する。 

 

１−２ 調査団の構成と調査期間 

1-2-1 調査団員 

・ 佐々木十一郎（団長）    JICA農村開発部 水産開発チーム長 

・ 岩本明雄（種苗生産）    独立行政法人水産総合研究センター 屋島栽培漁業センター場長 

・ 西岡豊弘（魚病(ウイルス)） 独立行政法人水産総合研究センター 上浦栽培漁業センター主任技術開発官 

・ 河原省吾（養殖技術普及）  トルコ国派遣JICA短期専門家（現地参加団員） 

・ 前川 晶（評価分析）      インテムコンサルティング株式会社 プロジェクト管理部長 

・ 堧水尾真也（計画管理）    JICA農村開発部 水産開発チーム職員 

 

1-2-2 調査期間 

2004年7月25日～2004年8月13日 
月 日 曜日 行           程 

25 日 （前川） 
成田(12:20) → ミュンヘン (17:35)  LH715 
ミュンヘン (19:20) → アンカラ (23:05)  LH3362       （アンカラ泊） 

26 月 （前川） 
JICA事務所打ち合わせ・関係省庁表敬 
アンカラ (20:35) →トラブゾン (21:50)  TK534       （トラブゾン泊） 

27 火 （前川）先行調査                      （トラブゾン泊） 
28 水 （前川）先行調査                      （トラブゾン泊） 
29 木 （前川）先行調査                      （トラブゾン泊） 
30 金 （前川）先行調査                      （トラブゾン泊） 
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31 土 （前川）トラブゾン (07:20) → アンカラ (08:40) TK535   （アンカラ泊） 
（前川）資料整理                      （アンカラ泊） 1 日 
（佐々木・岩本・西岡・堧水尾） 
成田(12:20) → ミュンヘン (17:35)  LH715 
ミュンヘン (19:20) → アンカラ (23:05)  LH3362       （アンカラ泊） 

2 月 10:00 JICA事務所打ち合わせ 
14:00 国家計画庁（SPO）表敬・協議 
15:30 農業村落省（MARA）表敬・協議・調査日程打ち合わせ 
（16:00  Bornova研究所研究員との協議（西岡）） 
アンカラ (20:35) →トラブゾン (21:50)  TK534        （トラブゾン泊） 

3 火 09:00 トラブゾン中央水産研究所（CFRI）所長表敬・協議 
10:20 CFRIプロジェクト関連施設（種苗生産施設）見学 
13:30 CFRIプロジェクト関連施設（その他）見学 
15:40 団内打ち合わせ                                      （トラブゾン泊） 
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4 水 09:00 プロジェクト評価内容検討 
（プロジェクト関連機材の確認（西岡）） 
15:00 団内打ち合わせ                                      （トラブゾン泊） 
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5 木 09:00 団内打ち合わせ 
10:15 トルコ側との合同評価会議 
11:30 団内打ち合わせ 
13:30 トルコ側との合同評価会議 
16:30 西岡団員によるウイルス疾病講義 
18:00 CFRI主催食事会 
19:30 団内打ち合わせ                                      （トラブゾン泊） 

6 金 09:00 団内打ち合わせ 
13:30 トルコ側との合同評価会議 
15:30 トルコ側との新規案件内容検討                        （トラブゾン泊） 

7 土 午前：淡水養殖状況見学                                     （トラブゾン泊） 
（佐々木・岩本・河原・前川・堧水尾） 
トラブゾン (07:20) → アンカラ (08:40) TK535              （アンカラ泊） 

8 日 

（西岡） 
トラブゾン (10:00) → イスタンブール (11:45)  TK547 
イスタンブール（12:45）→ イズミール (13:45) TK324     （イズミール泊） 
（佐々木・岩本・河原・前川・堧水尾） 
09:30 団内打ち合わせ 
14:00 農業村落省（MARA）との協議（ミニッツ案修正・新規案件内容検討） 
17:00 団内打ち合わせ                                      （アンカラ泊） 

9 月 

（西岡）ボルノバ獣医管理研究所との協議 
イズミール (16:35) → イスタンブール (17:35) TK327  
イスタンブール (19:00) → アンカラ (20:00)  TK144          （アンカラ泊） 

10 火 09:00 団内打ち合わせ 
16:30 農業村落省（MARA）との協議（新規案件内容検討）   （アンカラ泊） 

11 水 10:30 合同調整委員会（ミニッツ署名） 
13:00 調査団主催レセプション 
15:00 JICA事務所報告 
16:00 在トルコ日本国大使館報告              （アンカラ泊） 

12 木 アンカラ (07:50) → ミュンヘン (09:50)  LH3363 
ミュンヘン (15:30) → 

13 金 → 成田 (10:00)  LH714 

 

１−３ 対象プロジェクトの背景 

トルコ政府は第６次経済５ヵ年計画に引き続き、第７次経済５カ年計画（1996～2000）において、水産業開

発を国家開発計画の優先事項とした。同開発計画では、水産物生産量の増加などを目標とし、特に水産資源の

管理・保全を考慮した養殖業の開発を重点課題とした。かかる背景の下、トルコ国政府は資源管理型漁業に重

点を置いた水産増養殖技術の開発及び当該分野研究者への技術移転を内容とする技術協力を要請してきた。こ

の要請を受けて、我が国は1997 年 4 月から 5 年間の計画で、トルコ国農業村落省をカウンターパート（C/P）

機関として（１）養殖適種の選定、（２）親魚養成技術の開発、（３）採卵技術の開発、（４）仔稚魚養成技術の

開発、（５）養殖開発のためのデータ集積、（６）C/Pの研究能力向上を協力内容とする技術協力プロジェクトを

実施してきた。しかしながら、終了時評価調査（2002年1月）において、「養成親魚からの採卵技術確立」及び

「仔稚魚生残率の安定化」が残された課題として確認され、これらの課題を解決すべく、2002 年 4 月から 2.5

年間のフォローアップ協力が実施されるに至った。 

当該プロジェクトでは、過去数年間にわたり原因不明の水腫が種苗に発生しており、種苗の多量斃死を引き

起こしてきが、過去の飼育経験などから、水腫の発生は卵質に依存すると考えられたため、親魚の産卵期にお

ける水温管理によってある程度水腫の発生を制御できるものと見られていた。しかし2004年度の種苗生産にお

いては、親魚の水温管理を徹底して行ったにも拘らず全種苗に水腫が発生、多量斃死に至っており、プロジェ

クト目標達成のための指標である「20mmまでの種苗の生残率10％」を達成できないことが明らかになった。ま

た同時に、2004 年度の種苗からは、前年度までは検出されなかったVHS ウイルスが、トルコにおける特定疾病

の公的認定機関であるボルノバ獣医管理研究所において検出されており、特に今年度特異的に生産種苗の多量

斃死が続いている状況から考察すると、この VHS ウイルスが種苗の多量斃死に何らか関与していると見られて
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おり、今後にむけウイルス疾病に対する対策の確立も緊急の課題となっている。 

一方、当該プロジェクトで確立された技術を応用し、民間養殖業者への技術普及を目指した、アンタルヤ県

ベイメリック（地中海側）に存在するベイメリック養殖開発センター（BMC）をプロジェクトサイトとする新案

件「カレイ養殖」が、平成16年度新規案件として採択された。しかしながら、黒海水域増養殖開発計画F/Uに

よる種苗生産の不調は、当該プロジェクト成果によるCFRIで生産された種苗の供給を前提としているBMCにお

ける新案件の立ち上げにも大きく影響すると見られている。 
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第２章 案件評価の方法 
 

２−１ PDME 

本F/U協力のPDMは2002年4月10日の同協力に係る討議議事録(R/D)署名時に作成された。その時点で

プロジェクト目標、成果、上位目標、最上位目標が定められ、それぞれの達成度を測る具体的な指標が設

定されたため、PDME では基本的に PDM を変更せず、最上位目標が持続するための外部条件として、「養殖

に対する需要が続く」のみ追記し、PDMEとした。 

 

２−２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

本評価では、PDME を元に評価時点における計画達成度の分析を評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から以下の作業工程により実施した。 

 

(1) 国内準備作業 

・既存報告書のレビュー 

・関連情報の収集と整理 

・プロジェクト・モニタリング報告書のレビュー 

・実績グリッドの作成 

・評価グリッドの作成 

・グリッドに基づく質問票の作成 

 

(2) 現地調査 

・PDMEの確認 

・専門家からの聞取り調査 

・C/Pからの聞取り調査 

・実施機関等からの聞取り調査及びデータ収集 

・実績グリッド（最終版）の作成 

・評価グリッド（最終版）の作成 

・評価調査結果要約表の作成 

・合同調整委員会における評価結果の説明 
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第３章 調査結果 
 

３−１ 現地調査結果 

３-１-１ プロジェクトにおける技術移転の状況と技術レベルおよび課題 

（1） プロジェクトにおける技術移転の状況 

2004年のF/U協力終了年に発生したVHS疾病（ウイルス性失血性敗血症）及び水腫問題を除いて、現場レベ

ルの種苗生産に関する技術移転は十分に進んだと評価できる。これについては本体プロジェクトに加えF/U協

力による技術開発の蓄積が大きい。また、親魚養成技術、種苗生産・育成技術のみならず、日本側専門家によ

り骨格観察手法や各種データの統計処理手法等の周辺技術にも及んでおり技術移転の進捗度は高い。一方、技

術移転が順調に推移したのは、F/U協力の諸条件の一つであったハッチャリーマネージャーやメカニカルエンジ

ニア等の配置がトルコ側より満たされ、親魚養成及び種苗生産技術開発を行なう上で運営面、機械面でのトラ

ブルが減少したこと、施設施工管理の短期専門家の派遣により施設の点検整備、機器保守点検の技術指導等が

なされたことも大きな要因であろう。 

 

（2） 技術レベル及び課題 

ア．親魚養成 

親魚養成については、2002年にはF/U協力目標の一つであった養成親魚から人工授精により受精卵が確保さ

れ、また、自然産卵により受精率、ふ化率は満足すべき段階でないが若干数の受精卵・ふ化仔魚が得られ、天

然親魚からの人工授精による安定的な採卵を含め基本的な採卵技術は確立されつつあるといえる。しかしなが

ら、後述するが、産卵期初期の種苗生産不調の要因が卵質にあることが疑われていることから、安定的な良質

卵の確保にはさらに一層の親魚養成技術の向上が必要と考えられる。具体的には産卵期後半に得られた受精卵

から卵発生が正常に進み、且つ、ふ化仔魚の水腫の発生率が急速に改善されることなど、これまでの産卵期初

期の親魚管理水温が適正でないことが疑われていることから水温管理についても今後検証することが必要であ

る。 

なお、これまで養成親魚からの採卵技術の確立を大きな目標においていたが、天然親魚から安定的な採卵が

可能となっていること、また、種苗放流による資源回復事業も想定される状況になってきたことから、天然資

源の遺伝的多様性の保全を考慮し、親魚には天然魚もしくは天然養成親魚の導入を積極的に図る必要があるも

のと考えられる。 

 

イ．種苗生産 

種苗生産については、2002、2003年は20mmまでの種苗の生残率が各々10.4％（生産尾数155,717尾）、14.4％

（生産尾数88,797尾）、また100mmまでの種苗の生残率は89.4％（生産尾数139,199尾）、68.5％（生産尾数

60,080尾）と生残率並びに種苗生産尾数が本F/U協力の目標値を達成し、基本的な技術開発並びに技術移転が

トルコ側になされたと評価できる。しかしながら、F/U協力が終了する2004年度は、本体プロジェクト当初か

ら安定的な種苗生産を行なう上での阻害要因であった水腫が全ての種苗生産期を通じて発生したことに加え、

種苗生産期の当初からVHSウイルスによる魚病の発生による大量減耗があり、F/U協力目標が完全には達成され

たといえない状況に至っている。 

水腫については、その出現の頻度と程度がその年度の種苗生産途中での飼育打ち切り事例の回数、すなわち

飼育事例全平均生産率を左右していた可能性も示唆される。特に2003、2004年については顕在化し、2003年は

種苗生産の前半に水腫の出現が顕著にみられ満足のいく種苗生産ができなかった。水腫の出現要因として親魚



 

 - 6 -

の水温管理の不備が親魚にストレスを与えることによる卵質の低下が疑われ、後半は水温管理を改善したとこ

ろ水腫個体がほとんど出現せず問題解決にある程度の目処がついたと判断された。しかしながら、本年度は産

卵期当初から水温管理の改善を行なったにもかかわらず産卵期の全期間を通じて水腫の発生がみられ、また、

VHSウイルスによる疾病の発生もあって2003年に推察された親魚の水温管理の改善が水腫の出現にどのような

効果をもたらすのかが判然としない結果となった。VHSウイルスによる疾病と水腫の関連については検討課題で

あるが、親魚の水温管理と水腫の出現の関連性についてはウイルス問題と切り離してあらためて検証する必要

があろう。なお、重度の水腫はふ化直後から魚体全体が水膨れ状態になり、一旦は時間の経過とともに外見上

正常に戻るものの、結局は飼育途中でほぼ全滅に至るものである。 

水腫の原因究明については、本年度は使用海水の重金属関与を疑いその分析を実施したが関係を関連づける

結果は得られなかった。水腫個体出現の原因究明には非常な困難を伴うことが想定されることから、これを新

規案件の課題とする際には留意が必要である。ふ化仔魚に水腫が出現する受精卵は卵分割に異常が観察される

ことから、無駄な飼育事例を減じ、成功事例を増やすよう種苗生産に使う受精卵及びふ化仔魚の使用基準作り

等の対処技術の開発を今後の課題とすべきであろう。また、他海域産親魚からの採卵、あるいはふ化海水に他

海域の海水を使用するなど、現状と異なった条件下での採卵・ふ化試験も必要と考えられた。 

VHS疾病は、水腫問題が解決をみないところに発生したため問題を複雑にした。トルコ・ボルノバ獣医管理研

究所の検査でほぼVHSであることが確定されたが、今後、デンマークのOIEリファレンスラボでの確定診断が

待たれる。日本では1998年にヒラメにVHS疾病が発生した経験もあり、また、VHS対策に参考となるVNN防除

対策マニュアルも刊行されていることから、新規案件では水腫対策技術の開発と合わせてVHSウイルスの防除

対策及び防疫マニュアル作りが課題となろう。また、防疫体制の確立について、技術移転の意味からもトルコ

側には疾病を専門とする職員のさらなる配置が望まれる。 

 

ウ．施設 

2004年度にVHS疾病が発生したことで、CFRIから周辺海域へのVHSウイルスの拡散を防止する上でも排水処

理施設の導入が必須である。殺菌能力、維持管理、予算面から電解装置の導入が適当と考えられるが、CFRIの

排水量が最大120kℓ/時であること、取水海水の塩分濃度が17パーミルと通常海水に比較して低いこと等を考慮

して、これに見合った能力を持つ機種を選定する必要があろう。また、消毒後の中和を考慮すると沈殿槽の設

置、末端の排水は地下浸透による排水方法との組み合わせも検討すべきと考える。 

取水処理に関しては、既設の紫外線殺菌装置でVHSウイルス対策としては充分であるが、トラブゾン周辺地

域にはニジマスのIPNの発生も確認されており、他のウイルス対策を考慮すれば改善する必要性も想定される。 

 

３-１-２ プロジェクトにおける防疫体制と課題 

（1） トラブゾン中央水産研究所 

ア．魚病の防疫体制 

1）飼育水の殺菌 

種苗生産に使用する飼育水は，ろ過海水をカートリッジフィルターでろ過し，紫外線殺菌装置により殺菌し

た。また，フィルターの洗浄，紫外線ランプの管理，交換も適切に実施されていた。 

 

2）卵消毒 

 採卵した受精卵は，浮上卵と沈下卵に分け，ヨード剤50mg/Lの濃度で5分間の卵消毒しふ化させた。親魚か
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らの垂直感染防除が実施されていた。 

 

3）担当者 

 種苗生産，親魚，餌料培養の担当者は明確に区分されており，種苗生産の工程別における水平感染の防除が

実施されていた。 

 

4）飼育器具の管理 

 各飼育棟の入り口には，踏み込み槽が設置され，塩素剤，アルコールが常備されており，長靴の消毒，飼育

器具，飼育水槽および担当者の手，指の消毒も実施されていた。 

 

5）検査体制 

 クリーンベンチ、遠心器、サーマルサイクラー、インキュベーター等の検査機器が整備されており，Haci 氏

が中心となり、親魚、仔稚魚、取水のバクテリア検査を実施した。 

 

イ．種苗生産過程における防疫に関する課題 

1）迅速確定診断法 

 PCR法を用いた黒海イボガレイに発症したVHSの迅速確定診断法の確立。 

 

2）親魚 

 黒海イボガレイ親魚のVHSウイルス保有状況の調査。 

 

3）餌料 

 親魚養成用餌料のタラのVHSウイルス保有状況の調査。 

 

4）卵消毒 

 ウイルス防除を対象とした卵消毒方法の再検討。 

 

5）VHS発生状況の把握 

 迅速診断法を用い，種苗生産過程におけるVHSの発生状況を把握し，蔓延防止のために速やかに対処する。 

 

6）排水処理 

 種苗生産場から排出される排水の消毒を行うことにより，種苗生産場からの病原体の拡散を防止する。 

 

7）検査体制の整備 

 ボルノバ獣医管理研究所と連携し，親魚および種苗生産過程における VHS 発生状況のモニタリングを行うと

ともに，ウイルス学的な研究を実施する。 

 

（2） ボルノバ獣医管理研究所 

プロジェクトサイトであるCFRI の種苗から、VHS ウイルスを検出した、ボルノバ獣医管理研究所における各
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種検査体制にかかる調査を行った。同研究所は、農業省管轄の施設で10カ所の研究室があり，ミツバチの病気

診断や畜産関係を中心として，予防としてのワクチンや血清の開発，ウイルス・細菌・寄生虫・魚病の診断，

鶏肉などの食品の残留薬の調査，病理学，毒物学の研究を実施している。魚病診断セクションでは，淡水魚や

海産魚の細菌感染症診断や二枚貝の細菌保有状況の調査を実施している。 

CFRIで種苗生産された黒海イボガレイの診断は、2004年2月から魚の疾病診断を実施しているウイルス診断

室で実施された。また，これまでに、約 10 カ所の養殖場から持ち込まれた 50〜60 検体について検査を行い，

ベイメリックのシーバスでVHS・IPN,トラブソンの黒海イボガレイでVHS,ニジマスでIHN,IPN,アダナのニジマ

スでIHN,IPN、イズミールのシーバスでVHSが確認された。なお、ベイメリックのシーバス及びトラブゾンの黒

海イボガレイで発生したVHSの因果関係は不明である。 

黒海イボガレイの検査は、OIEの診断基準に従い、RTG-2細胞を用いたウイルスの分離、分離したウイルスを

抗 VHS 抗体と反応させる直接および間接抗体法により VHS と診断した。これらの検体の内一部は，デンマーク

のダニッシュ研究所（Danish Institute for food and Veterinary Research）に検体を送り、最終的な確認作

業を行う予定である。 

ウイルス診断室では、今後、マス類の養殖を中心に疾病発生の現状を調査し、予防措置を構築できるように、

施設および機材を準備する予定である。 

 

３−２ プロジェクトの実績 

３-２-１ 成果 

（1）成果1 「養成親魚からの孵化技術が開発される」について 

 

成果1-1. 養成親魚から得られる卵数 

 本成果 1.が設定された背景には、前プロジェクト期間において種苗生産に使うことができる天然親魚が不足

しており、従って養成した親魚から採卵、種苗生産することが重視されていた事実がある。F/U協力に入り、天

然親魚も十分量確保でき、種苗生産だけを考えた時、養成親魚を使う必然性は少なくなったが、黒海イボガレ

イの一世代を完全に人為管理下で養殖する完全養殖技術開発の実現に向けて、養成親魚から採卵、孵化、仔稚

魚を飼育することの意味は大きい。 

 指標の一つである養成親魚から得られた卵数は次表のとおり一定の数量を確保しており、達成度は十分と判

断する。 

 

（人工産卵誘発法による採卵数） 

年度 2002 2003 2004 

卵数 986,600 7,525,300 534,800 

 

成果1-2. 天然採捕した親魚を使った産卵誘発法が確立する 

 上述のとおり、F/U協力が開始されてからの天然親魚を使った採卵数、孵化仔魚数は下表に示すとおり一定数

量確保されており、天然採捕した親魚を使った産卵誘発法が確立したと言える。 

 

（人工産卵誘発法による採卵数） 

年度 2002 2003 2004 
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採卵数 6,622,400 7,954,023 19,884,500 

孵化仔魚数 2,623,000 2,768,000 8,093,000 

孵化率(％) 39.6 34.8 40.7 

 

（2）成果2. 「稚魚・幼魚の飼育技術が開発される」について 

 

成果2-1. 餌料生物の栄養強化法が確立する 

 前プロジェクトで作成した餌料生物の培養方法と栄養強化法に関するマニュアルを使い、黒海イボガレイの

稚魚・幼魚のための餌料生物として、ワムシ、アルテミアが適していることを実証した。C/Pは種苗生産期には

ルーチン作業としてこれら餌料生物の培養と栄養強化を行っている。従って、餌料生物の栄養強化法は確立し

たと判断する。 

 

成果2-2. 全長20mmになるまでの生残率が10％以上である 

 下表に示すとおり、2002 年と 2003 年は連続してこの指標を達成したが、2004 年は孵化仔魚の大量斃死のた

め達成できなかった。大量斃死の直接の原因は特定されていないが、2004 年に検出、診断されたウイルス性疾

病 VHS、2003 年も発生した原因不明の水腫等とこの大量斃死との因果関係が疑われている。ウイルス性疾病は

PDM 上の成果を達成するための外部要因に相当する。水腫は2003 年にも多く発生したにもかかわらず、指標値

を達成したことから、仮にこの疾病が発生していなければ、2004 年についても指標値を達成できたものと考え

られる。 

 

年 2002 2003 2004 

生残率 10.4％ 18.0％ 1.3％ 

 

成果2-3. 全長20mmから100mmになるまでの生残率が50%以上である 

 下表に示すとおり、2002 年と 2003 年は連続してこの指標を達成したが、2004 年は孵化仔魚の大量斃死のた

め達成できない見込みである。成果2-2の達成状況と同様の理由により、2004年の疾病が発生していなければ、

同年の指標値は達成できたと考えられ、成果は概ね達成したものと評価する。2004 年 7月の評価時点では全長

100mmに達していないので、表中に数値はない。 

 

年 2002 2003 2004 

生残率 89.4％ 79.8％ － 

 

３-２-２ プロジェクト目標 

 本 F/U 協力のプロジェクト目標は、「カレイ類の種苗生産及び飼育技術が開発される」で、その指標として、

「プロジェクト終了時までに試験レベルの種苗生産（全長100mm以上）が継続して10,000尾生産される」こと

であった。 

 下表にプロジェクト目標の達成状況を示す。成果の箇所で記したとおり、2004 年を除いては継続して年間

10,000尾以上を生産しており、プロジェクト目標は概ね達成したと評価する。 

 2004年の数値は評価時点において全長100mmにまで達していないため、全長20mm種苗の数を示している。従



 

 - 10 -

って全長100mmにまで成長する個体数はこの数値よりも小さくなる。 

 

年 2002 2003 2004 

尾数 139,199 60,080 (4,975) 

 

３-２-３ 上位目標 

 本F/U協力の上位目標は、「プロジェクト活動を通じて開発した養殖技術が実用され、その効果が確かめられ

る」である。その指標は二つあり、①「プロジェクトによって開発された技術に基づき、黒海イボガレイが民

間養魚家に養殖される」、②「黒海イボガレイが市場に流通する」である。 

 2002年からCFRIは、生産した黒海イボガレイの種苗を民間養殖業者7社に対して有償、無償で配布してきて

いる。そのうち2社が生産を上げ、うち1社が2004年に初めてホテル、レストランに対して計664kgを出荷し

た。 

 この民間養殖業者は社員をCFRIで開催した研修、セミナーに参加させ、技術を習得した。 

 こうした動きはトルコ全体の養殖業界から見れば、点に過ぎないが、上位目標は達成されつつある状況と言

える。 

 

３-２-４ 最上位目標 

 本F/U協力の最上位目標は、「黒海沿岸水域で魚類養殖が発展する」で、その指標は二つ設定されている。す

なわち、①「養魚家の数が増える」、②「養殖生産量が増える」ことをもって最上位目標達成の発現程度を推し

測ることとなっている。 

 国家統計研究所の報告によれば、トルコ黒海沿岸県全体の養殖経営体数は、1997年の256経営体から2004年

には 500 経営体に増加している。一方、同地域の養殖生産量は1997 年の 15,514 トンからほとんど変化してい

ない。統計に表れている養殖対象種は大部分がニジマスである。黒海イボガレイについては同地域では１件も

ないのが現状である。 

養魚家の数が増えているにも関らず、養殖生産量が増加していない理由は、国内外の市場に起因するものと

考えられている。 

 

３−３ プロジェクトの実施プロセス 

３-３-１ 投入 

（1）日本側投入 

ア． 専門家派遣 

 F/U協力が開始された2002年4月から協力終了時（2004年10月）までの間に、長期専門家延べ4名（常時2

名）、短期専門家延べ7名が計画通り派遣されている。 

 

（長期専門家） 

長期専門家分野 派遣期間 

チームリーダー / 種苗生産システム（本体協力から継続） 2002.4.15 － 2002.12.15 

栄養学 / 餌料開発 / 業務調整（本体協力から継続） 2002.4.15 － 2003. 4.14 

チームリーダー / 種苗生産システム 2003.1.15 － 2004.10.15 
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栄養学 / 餌料開発 / 業務調整 2003.1.15 － 2004.10.15 

 

（短期専門家） 

短期専門家分野 派遣期間 

施設改善 2002.11. 4 － 2002.11.24 

施設改善 2003. 2. 4 － 2003. 2.21 

施工管理 2003. 7. 5 － 2003. 8. 2 

栄養・餌料開発 2003. 9.11 － 2003.10. 9 

施工管理   2004. 1.15 － 2004. 2.29 

完工検査 2004. 5.26 － 2004. 7. 9 

黒海カレイ生産   2004. 5.26 － 2004. 8.21 

 

イ． 研修員受入れ 

 同期間に3名のC/P研修を日本で実施する計画であり、うち2名は評価時点において日本で研修中であった。

また1名はF/U協力が終了する2004年10月に日本での受入れとなる。この3名の研修はいずれも計画通りで

ある。 

 

研修分野 研修期間 

東京水産大学における長期研修 2002.10.15 － 2005. 3.31 

資源培養のための栽培漁業（集団研修合流） 2004. 6. 7 － 2004.11.11 

餌料開発 / 栄養分析 2004.10.11 － 2005. 2. 6 

 

ウ． 機材供与 

 同期間に合計459万円の機材が供与され、良好な維持管理状況の下にプロジェクトの活動に使用されている。 

 2004年度供与機材は、フォローアップ協力が終了する2004年10月以降サイトへ到着することが見込まれて

いる。しかしながら当該機材は既存機材（本邦調達分）のスペアパーツであり、協力終了後 C/P によって使用

されるものである。 

 

年度 2002 2003 2004 

機材供与（千円） 1,379 61 3,155 

 

エ． 現地業務費 

 現地業務費として同期間各年度の支出実績は、2002年度1,626万円、2003年度299万円、2004年度367万円

であった。2002年度1,626万円のうち、1,153万円は種苗生産施設整備のための経費である。 

 

年度 2002 2003 2004（10月まで） 

現地業務費（千円） 16,264 2,995 3.676 

 

（2）トルコ側投入 
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ア． 建物、既存機材の提供 

 前プロジェクト「トルコ国黒海水域増養殖開発計画(1997-2002)」において整備された CFRI の施設、設備及

び機材が本F/U協力において提供され、活用された。 

 

イ． C/Pの配置 

 本F/U協力に入ってから、C/Pの数は3名増員され計12名となった。この増員は、魚病分野、機械設備技師、

プロジェクト調整員（CFRI配属）である。 

本F/U協力開始のための前提条件として討議議事録(R/D)には、孵化場管理者1名、プロジェクト調整員（CFRI

及びMARA 本省各1名）、機械設備技師1名、魚病担当者1名を配置することが明記されていた。このうち、機

械設備技師及びプロジェクト調整員（CFRI配属）、魚病担当者はC/P増員分である。孵化場管理者は前プロジェ

クトにおいて種苗生産を担当していた者が任につき、MARA 本省のプロジェクト調整員には同省農業生産開発総

局（TUGEM）水産課長を充てた。本 F/U 協力の実施機関は CFRI であることから、本省のプロジェクト調整員は

C/Pの員数には含まれていないが、同協力開始のための前提条件を満たした。 

 

C/P氏名 分野 期間 

İlhan AYDIN 親魚 2002年11月～終了 

Lütfi KOLOTOĞLU 親魚 2002年11月～終了 

Cennet ÜSTÜNDAĞ 種苗生産 1997年 4月～終了 

Ercan KÜÇÜK 種苗生産 2002年11月～終了 

Hamza POLAT 種苗生産 2004年 4月～終了 

Adnan ERTEKEN 餌料／飼料 1997年 4月～終了 

Atila HAŞİMOĞLU 餌料／飼料 2000年 2月～終了 

Aliosman KARAKAŞ 餌料／飼料 2004年 4月～終了 

Hacı SAVAŞ 魚病 2002年 3月～終了 

Haydar KÜÇÜK メカニカルエンジニア 2003年 6月～終了 

Ali ÇANKAYA 業務調整 2002年 3月～終了 

Gülsüm BALÇIK 業務調整（秘書） 1997年 4月～終了 

 

ウ． ローカルコスト負担 

 本 F/U 協力開始後のトルコ側の予算は前プロジェクト終了時の提言に従い、CFRI 予算とプロジェクト予算が

明確に仕分けられた。2002年度から2004年度までのプロジェクト予算は、人件費を除いて2002年度1,270億

リラ（907万円）、2003年度2,021億リラ（1,555万円）、2004年度729億リラ（561万円）と毎年十分な予算が

確保され、円滑な業務の運営に活用されている。 

 

年度 2002 2003 2004（10月まで） 

ローカルコスト（億リラ） 1,270 2,021 729 

 

３-３-２ 活動 

 本 F/U 協力期間の活動については、上記投入が効果的に使用され、下記活動が概ね適切に計画通り実施され
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たと評価する。 

 

（1）活動0「モニタリング活動を行う」について 

 

活動0-1. 合同調整委員会を運営する 

 プロジェクトの運営状況と PDM に基づいた成果、目標等の達成状況のモニタリングを行うため、１年に２度

調整委員会を CFRI において、１年に１度合同調整委員会を MARA 本省において開催している。両委員会を通じ

てプロジェクトの進捗状況が確認され、問題点を把握し、適切なモニタリングが実施されている。 

 

（2）活動1-1「対象魚種の成熟のための環境と摂餌条件を研究する」について 

 

活動1-1-1. 性成熟のための研究を継続する 

 CFRI の調査船と漁業者の刺網で漁獲された天然の黒海イボガレイを使い、ホルモン処理による人工産卵誘発

を行った。その結果、オスはホルモン処理を行わなくても十分量の精子が得られることが判明した。 

 一方、水槽で飼育された 1.5-4 歳魚（養成親魚）を使った人工産卵誘発試験も各年行い、採卵、孵化ができ

たが、2003年、2004年に得られた孵化仔魚の数は少なかった。 

 

活動1-1-2. 日照条件操作の研究を継続する 

 自然の日照時間よりも日照時間のコントロールにより 1.5 カ月早め、産卵への影響を調べた。その結果、通

常よりも早く産卵が始まり、かつ早く産卵が終わり、日照時間が産卵に影響することが確かめられた。 

 

活動1-1-3. 親魚のための適切な給餌条件を究明する 

 0.5歳魚を使って2日に1回、1日に1回、1日に2回、3つの異なる給餌条件で成長比較実験を行った。給

餌量の総量は各条件下で等量にした。その結果成長に有意差は出なかった。また同様の給餌条件で、飽食量給

餌した結果、若干の有意差は認められたものの、顕著な差は出なかった。 

 

活動1-1-4. 雌雄の成長比較試験を行う 

 雌雄の成長比較では♂の成長が遅いことが判明した。 

 

（3）活動1-2「自然産卵誘発の条件を明らかにする」について 

 

活動1-2-1. 自然産卵データを収集、分析する 

 水槽内での養成親魚からの自然産卵は得られ、そのデータを分析した。 

 

活動1-2-2. ニュースレターに掲載するための自然産卵に関するレポートを作成する 

 CFRIのニュースレター「YUNUS」に自然産卵誘発に関するレポートが掲載された。 

 

（4）活動2-1「仔稚魚の栄養評価を行う」について 
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活動2-1-1. 稚魚の栄養要求に関する評価を行う 

 孵化仔魚用初期餌料としてワムシの栄養強化を行い、植物プランクトンの一種 Nannochloropsis が最も優れ

ていることが確かめられた。また、同様に初期餌料として重要なアルテミアの栄養強化についても、トルコ内

で購入が容易な市販の栄養強化剤の効果が確かめられた。これらの餌料生物の培養については、C/P自身で問題

なく可能となった。 

 

活動2-1-2. 人工餌料の研究を行う（地場産のフィッシュミール及び大豆の部分的代用の効果を確かめる） 

 地場で調達が容易なカタクチイワシを原料とした人工餌料と輸入の白身魚を原料とした餌料、一部大豆を混

ぜた人工餌料の 3 種類の餌料で成長率、餌料効率の比較試験を行った。その結果、輸入の白身魚を原料とした

餌料の成績が良く、地場産の安価なカタクチイワシは劣位であった。また、大豆を含む餌料は消化が悪いこと

が確かめられた。従って、餌料開発については今後、トルコの餌料メーカーとCFRIが協力して、試験を続けな

がら代替餌料の開発を進めるべきであることが示唆された。 

 

活動2-1-3. 餌料製造と栄養分析（タンパク質及び脂質）の確認を行う 

 餌料製造と栄養分析に関するマニュアルが英語及びトルコ語で完成し、C/Pにより活用されている。 

 

（5）活動2-2「仔稚魚飼育の環境条件を操作する」について 

 F/U協力が始まった2002年以前は孵化後全長20mmの稚魚になるまでの生残率は10％に満たず、2002年に初

めてこれを達成した。しかしその後、油球の位置、奇形、水腫等の異常が多く発生した。水腫に関しては、通

常の飼育水と人工海水での比較を行ったが、結果はどちらにも水腫が見られ、差が無かった。 

 また、2003 年に親魚水槽で寄生虫の一種スクーチカが発生し、その飼育水が稚魚水槽に混入したため、流水

システムの改善、親魚水槽と稚魚水槽の取排水系統の完全分離などの改善を行い、仔稚魚飼育の環境条件を整

備した。 

 

（6）活動2-3「仔稚魚飼育における健康管理を行う」について 

 2003年に発生したスクーチカ対策として、種苗生産水槽の日々の点検管理が行われるようになった。2004年

には VHS というウイルス性疾病が検出された。このウイルスが直接の原因であるか否かは不明であるが、同年

の孵化仔魚は大量斃死し、今後の魚病対策の強化が急がれる。しかしながら、このウイルスは予見できなかっ

た事態であり、一般的な仔稚魚飼育における健康管理対策はとられてきた。 

 

３-３-３ プロジェクトのマネジメント体制に関すること 

本 F/U 協力では、年1 回の合同調整委員会及び年2 回の調整委員会によってプロジェクトの進捗状況と問題

点の把握や必要な調整は図られ、同委員会が意志決定とモニタリングを行ってきた。また、TUGEM と CFRI の双

方にトルコ人プロジェクト調整員が配置され、プロジェクトの円滑な進行に貢献した。 

しかしながら、C/Pの中には活動の計画や方針について十分事前に知らされていないという意見を言う者がい

たことは事実で、トルコ人プロジェクト実施責任者と現場で活動を行う C/P 個々人とのコミュニケーションに

若干の齟齬があった。その点、日本人専門家の役割としても関係者の円滑な意思疎通を促すことに一層の努力

が必要とされたのではないかと思料する。 

C/Pは親魚養成、種苗生産、餌料開発の3分野に分かれており、相互の意志疎通に問題があったことが前プロ
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ジェクトで指摘されていた。このため、F/U協力では、特に種苗生産期間の業務繁忙期にはスタッフミーティン

グを開き、部門間の連携と調整に努力が払われた。それでもなお、一部の C/P は意志疎通が十分ではないとの

意見を有していた。また、日本人専門家がチーフアドバイザーや業務調整で派遣され、かつ特定の専門技術分

野を兼務している場合、特定分野のC/Pに対する技術指導に集中する傾向があるという指摘があった。 

 

３-３-４ C/Pの変化に関すること 

C/Pは日本人専門家の指導及び日本での研修を通じて、専門技術や知識の向上が見られ、かつプロジェクト活

動に臨む姿勢も積極的になったとCFRI所長等は評価している。 

日本での研修に関しては、前プロジェクト期間では集団研修コースへの参加者が多く、研究プロジェクトと

しての本プロジェクトが求める能力の向上というニーズに必ずしも応えたものでは無かったという意見があっ

た。しかしながら、F/U協力期間の3名のC/P研修のうち2名は、それぞれの専門性を向上させるための個別研

修であり、その点改善された。 

 日本での研修を終え、帰国した C/P は研修報告書の提出が義務付けられており、場合により TUGEM で発表会

を行うことがある。研修報告も人事考課の材料となり、活動予算が豊富なユニットへ優先的に配属されること

があるが、直接昇給などのインセンティブシステムは無い。 

F/U協力開始時から評価時まで継続してC/Pとして任に就いている者は6名であり、協力開始後6名が新たに

C/Pに任命された。C/Pとしてのその間の歩留りは50％と技術定着の観点からすれば高いとは言えないが、退職

者、辞職者は無く、C/Pでは無くなった者は人事異動のため、CFRIやMARA内の別ポストに配属されており、直

接、間接にCFRIの業務に関与している。 
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第４章 評価結果 
 

４−１ 評価5項目の評価結果 

４−１−１ 妥当性 

本プロジェクトの目標は、トルコの第8次国家開発5カ年計画（2001-2005年）において水産開発が重視され

ているため政策的に合致している。CFRIのC/Pの研究能力向上という受益者のニーズにも合致している。また、

水産開発はトルコにおける経済の地域間格差の是正と就業機会の創出に寄与するものであり、日本の対途上国

援助施策にも合致するものである。さらに本プロジェクトの養殖開発研究の対象種である黒海イボガレイは日

本で養殖されている冷水性カレイの養殖技術の応用が可能であるため、日本の技術優位性の点から妥当性があ

る。以上の観点より本フォローアップ協力は妥当性が高い。 

 

４−１−２ 有効性 

2004年を除き、プロジェクト目標並びに成果は指標値を達成した。プロジェクト活動は成果に結びつき、成

果の達成がプロジェクト目標達成に貢献したと言える。2004 年に関しては、PDM 上の外部要因として記載され

ていた予測不可能な魚病（VHS）が発生したため、指標値を達成できない見込みである。しかしながら、2002年

度、2003 年度と連続して種苗の生残率並びに生産種苗数はPDM 上の指標値を達成したため、有効性は概ね高か

ったと評価できる。 

 

４−１−３ 効率性 

専門家の投入は計画通り実施された。C/P の日本における研修も計画通り実施されている。機材供与は 2004

年度調達分のみ F/U 協力期間終了後に納入となる。しかしながらこれは日本からの調達分スペアパーツのみで

あり、C/Pによって協力終了後に活用されるものである。2004年10月の協力終了時までのプロジェクト活動並

びに協力終了後のトルコ側による事業継続に支障を来すものではない。供与された機材はCFRI施設と併せ、機

械設備技師の管理の下、非常に良好な状態で管理され、また利用されている。維持管理のためのトルコ側予算

も十分である。これらの観点から、効率性は非常に高いと評価できる。 

 

４−１−４ インパクト 

黒海イボガレイの養殖技術開発はまだ緒についたばかりであり、PDM上の上位目標にある民間養殖業者等へ急

速に普及させることは困難と思われる。しかしながら、プロジェクトが生産した種苗を購入し、それを商品サ

イズまで養殖し、試行的に出荷している民間養殖業者が存在することは事実であり、正のインパクトとして現

れている。またプロジェクトで生産した種苗を研究所が黒海の天然水域に放流し、追跡調査した結果、高い放

流効果を示すデータが得られている。さらに研究所は民間養殖業者、大学、政府機関関係者等に対し、黒海イ

ボガレイの種苗生産に関する研修、セミナーを年１回以上開催し、また研究報告やニュースレターを定期的に

刊行していること、テレビや新聞等を通じて啓発、広報活動を積極的に行っており、トルコにおける黒海イボ

ガレイ研究に関する中核機関として広く知られている。これらの観点から高い正のインパクトがあると評価で

きる。 

 

４−１−５ 自立発展性 

C/Pの数は1997年から2002年まで続いた本体協力期間時よりも増加している。また、F/U協力のR/Dに示さ

れた前提条件であるトルコ側プロジェクト調整員2名がTUGEMとCFRIに各１名配置されると共に、孵化場管理

者１名、機械設備技師１名が配置され、組織的な自立発展性は極めて高い。トルコ政府の次期国家開発 5 カ年

計画（2006-2010 年）においても、引続き養殖開発を含む水産開発の重要性は変らない旨、国家計画局(SPO)が

言及している。予算面においては、本体協力期間中は不透明であったプロジェクト予算とCFRI予算の仕分けが
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F/U協力に入ってから明確に分けて管理されるようになり、その予算額は毎年増加している。F/U協力終了後の

2005年度については、2004年度承認予算額の30％増で予算要求されていること、黒海イボガレイの種苗生産に

関する活動予算は現行と同様に TUGEM の予算が充てられることが確認されている。加えて、種苗を民間養殖会

社に販売した収益は CFRI の他の研究活動により得た収益金と共に CFRI の活動のための回転資金を形成してお

り、F/U協力になってから期末に残金が出た場合、職員に特別手当として配分する仕組ができた。これらの観点

から財務的な自立発展性は極めて高いと評価できる。しかしながら、技術的には種苗の大量斃死を引起す原因

と考えられるウイルス、水腫といった魚病問題に直面しており、自立発展性の負の要因となっている。 

 

４−１−６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

（1）計画要因に関するもの 

本F/U協力のプロジェクト目標及び成果の指標は、日本の冷水性カレイ類の種苗生産における実績値を参考

に設定していたことが、プロジェクト目標及び成果の達成を可能とした要因であった。黒海イボガレイは塩分

濃度17パーミルという特殊な環境に棲息する冷水性カレイであり、トルコでは勿論周辺諸国でも養殖に関する

知見に乏しい。種苗生産としては初めての試みと言っても良い。そのため生残率、種苗生産尾数を、日本の事

例を参考に指標を設定したことは、本プロジェクトの試験研究的性格を考慮すれば適切であった。 

さらに、前プロジェクト(1997-2002)の成果を受けて、残された課題をF/U協力のプロジェクト目標及び成果

として的を絞ったため、その達成が確実性の高いものであった。 

また、本F/U協力期間は2002年4月から2004年10月までの2.5年間としたことが、黒海イボガレイの種苗

生産期を3回試験することを可能とし、最終年である2004年は魚病の発生もあって孵化仔魚の大量斃死を引き

起こしたが、同種の種苗生産に関する多くの研究実績と知見を得ることにつながった。 

本協力はトルコの第8次国家開発5カ年計画（2001-2005）で水産開発重視の政策がとられている背景で実施

されているため、人材、予算の面で十分な条件が確保され、それがプロジェクトの活動を円滑に運ぶ大きな要

因であったと考えられる。プロジェクトの間接的効果として、CFRIが独自に民間養殖業者、大学関係者、MARA

職員等に対する研修や啓発活動を行い、また生産した種苗を黒海に放流して放流効果に関する知見を積むなど

比較的短期間に多くの実績を上げている。これらのトルコ側の大きな努力を引き出せた背景には、政策上の整

合性以外にJICAの研修を通じた効果が顕れていると考えられる。1997年からの前プロジェクトから通じて、C/P

は2004年に新規配置された者を除き、殆ど全員日本で研修を受けており、またTUGEMの幹部にも少なからずJICA

の帰国研修員がいる。本協力に常に多くの努力と投入がなされたのは、彼らのJICA事業に対する信頼と理解が

あったためとも考えられる。 

 

（2）実施のプロセスに関するもの 

2004 年の種苗生産初期にウイルス性疾病である VHS が発生し、直接的な因果関係は不明であるものの、

孵化仔魚が大量斃死した。このため、2004 年に予定していた種苗を使った研究活動の一部が実施できず、

結果として給餌試験、人工餌料研究、仔稚魚飼育の環境条件操作等の継続実験ができなかった。 

 技術移転の方法に関しては、餌料製造と栄養分析に関するマニュアルを作成したことにより、技術が体

系化されてC/Pが常時参考としながら自主的に活動することが可能となったことが特筆される。 

 プロジェクトのマネジメント体制については、トルコ側の努力により本F/U協力開始の前提条件がすべ

てクリアされ、特に効率性、インパクト、組織的・財務的自立発展性を高めた。具体的には孵化場管理者、

プロジェクト調整員2名（TUGEMと CFRIに各1名）、機械設備技師、魚病担当者の配置、民間業者への飼

育技術の普及、種苗放流計画の作成と実践である。特に機械設備技師の配置によりCFRIの設備、機材の管

理は改善され、機材管理・点検台帳により毎日又は週一度の点検がなされ、CFRIの設備、機材は良好な状

態で管理、利用されている。前プロジェクト時に懸案となっていた取水管の目詰まり、水量の不足や泥水
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の混入の問題は短期専門家によって取水管が修理されて解決した後、機械設備技師を中心とする維持管理

体制により良好な状態を保っている。また、前プロジェクト時にはCFRI予算とプロジェクト予算が明確に

分けられていなかったが、F/U 協力が開始されてからプロジェクト予算が明確に管理され、毎年増額され

ていること、種苗販売による収益を回転資金の一部とし、期末に残がある場合は、CFRIの正職員に配分さ

れインセンティブシステムを作っていること、C/P が増員されていることなど、プロジェクトのマネジメ

ント体制は強化されている。F/U協力終了後も黒海イボガレイの種苗生産に関する活動予算は、F/U協力期

間内と同様にTUGEMから支出されることが既に合同調整委員会で確認されている。また、当該予算要求は

評価時点において既に2004年度承認予算の30％増でなされている。 

 

４−２ 結論 

本F/U協力は、2002年1月の本体協力の終了時評価で確認された「養成親魚からの採卵技術の確立」と「仔

稚魚生残率の安定化」の2つの残された課題に対応するため実施されたものであり、F/U協力の開始後2年間は、

連続して PDM 上で目標とする指標が高いレベルで達成され技術移転は順調に進展していた。しかしながら、今

年の種苗生産において、外部条件である「予期できない魚病」の発生1などに起因し、同指標が達成できない事

態となった 。そのため、トルコ政府関係者との評価会議において、当該事態の解釈について協議をおこなった

結果、次のとおり結論された。 

 

・ プロジェクトの目標「カレイ類の種苗生産および飼育技術が開発される」に対する達成度は総体として満足

できるものであり、5項目評価においては、技術的持続発展性を除いてすべて満足できるレベルに達してい

る。 

・ 技術的持続発展性については、種苗の大量斃死の直接の原因と思われるVHS（ウイルス性出血性敗血症）及

び水腫への対策が必要であり、これらの技術やノウハウはトルコ側に不足していることから満足できるレベ

ルにはない。 

・ 日本人専門家による適時かつ適切な指導とともに、F/U協力の前提とされた諸条件（種苗生産施設管理と調

整業務の所員の配置、計画的かつ十分な予算措置2 ）がトルコ政府により確実に満たされたことは、当該協

力を成功させた特筆すべき要因である。 

 

そのため、本件協力は外部条件である魚病の発生のために、プロジェクト目標を完全に達成することはでき

なかったものの、黒海イボガレイの種苗生産及び飼育技術はほぼ確立したと判断することができることから、

概ねその目標は達成されたと結論できる。また、このことはプロジェクトの成果でもある、養成親魚からの孵

化技術の開発、並びに稚魚・幼魚の飼育技術の開発についても同様と考えられる。 

しかしながら、種苗の大量斃死の直接の原因については、ウイルス性魚病 VHS や水腫がその原因となってい

ると推測されているものの、その防除法は特定されておらず、この残された技術的課題がプロジェクトの自立

発展性を下げており、今後何らかの対策が講じられることが求められる。また、インパクトに関しては、特に

上位目標の達成との関係において、民間企業 7 社に種苗が配布され試験的養殖が開始され、内 1 社が試験販売

                                                      
1 ボルノバ獣医管理研究所（Bornova Veterinarian Control and Research Institute）において3種類の方法で複数

回検査した結果VHSウイルスの検出が確認され6月24日に報告書として農業村落省に提出された。 
2 トルコ側の予算措置において、種苗販売などによる積立資金の一部を関連職員に還元しインセンティブを与える仕

組みがF/U期間中に創出された 
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も実施した点、加えてトルコ政府の養殖開発に対する継続した優先政策3がとられる点などから、徐々にではあ

るが効果の発現が認められるものの、黒海イボガレイの積極的な養殖普及につなげるためには、同種の飼育技

術がまだ試験段階であり、経済的可能性の検討もなされていないため、リスクがあることにも配慮する必要が

ある。 

 

                                                      
3 第8次経済5カ年計画（2001～2005）において水産資源の管理・保全を考慮した養殖業の開発は重点課題とされて

おり、その重要性は第9次計画においても位置づけられることがSPO及びMARAにおいて確認された 
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第５章 提言と教訓 

５−１ 提言 

５-１-１ 本件協力の終了時までの対応について 

本 F/U 協力は、プロジェクト目標は概ね達成されたものと見なされるものの、評価結果でも触れられている

ように、種苗の大量斃死の直接の原因と防除法は特定されていない。このことは、今後のプロジェクト活動の

継続に影響を及ぼすものと思われることから、今後トルコに導入されるであろう家畜疾病にかかる関連法規設

立の動きも注視しつつ、また VHS 発生の経験も踏まえながら、種苗生産時における防疫体制の改善をプロジェ

クト終了時までに図ることが重要と思われる。また、プロジェクトを通じて得られた水腫にかかる情報を、適

切に分類・整理することも重要である。 

 

５-１-２  プロジェクト終了後の対応について 

本プロジェクトで発生した予期せぬ魚病による種苗の大量斃死は、PDM上の外部条件ではあるものの、上述の

通りプロジェクトの技術的持続発展性を阻害する要因となっており、また VHS ウイルスについては、トルコで

初めて確認されたことからも早急な対策を講じることが必要と思われる。 

現在、トルコ政府においては、MARA 保護管理総局が魚病も含めた疾病対策の行政責任を有しており（なお本

プロジェクトは同省TUGEMが所掌）、疾病原因の同定や検査を実施する機関としては、ボルノバ獣医管理研究所

（Brnova Veterinarian Control and Research Institute）がその任務にあたっている。トルコ政府は2004年

4月1日付でVHSを含む8つの魚病を特定疾病（Notification Disease）として位置づけたが、現状では伝染性

造血器壊死症（IHN）以外に防除規定（Secondary Legislation）は存在していない状況である。 

現在トルコにおいては、EUにより家畜疾病（OIE国際獣疫委員会のリストAおよびBの疾病を対象：VHSを含

む5つの魚病が対象となっている）に係る法整備の協力が実施されており（Support for the Alignment of Turkey 

with the EU Veterinary Acquis：2003年12月～2005年10月）、疾病検査体制の強化や人材育成にかかる活動

が、ボルノバ獣医管理研究所も対象に実施されている。そのため、VHS などの魚病に対する防除規定は、当該

EU協力の中で検討され、EUや日本などの事例を参考に、トルコの実情を踏まえできるだけ早急に制定していく

との意向がトルコ側より示された。しかしながら、当該EU協力によって防除規定が制定された場合、CFRIの種

苗生産活動が制限される可能性も否定できないため、制定にあたってはトルコMARA内で事前に十分な調整がな

され、本 F/U 協力の持続性が損なわれないよう、防除規定を現実的なものとしていく必要があり、その点は団

長書簡によりトルコ側に申し入れた4。 

一方、VHSを中心とする疾病の防除技術に関しては、プロジェクト合同調整委員会において、トルコ側から特

に VHS 及び水腫に対する防除対策の技術移転を新規案件として早急に要請したい旨の表明があり、日本側の前

向きな対応が要望されたと共に、SPO においても優先的に要請するとの支持を表明した。日本では2001 年に養

殖ヒラメにVHSウイルスが発生した経験があり、また海水魚のVNN（ウイルス性脳症および網膜症）防除対策マ

ニュアルも試行されており、その対策技術はトルコの現状に有用であると判断できる。そのため、本件 F/U 協

力の技術的自立発展性を高め、かつトルコ側が家畜疾病にかかる緊急な対応を迫られている現状から、トルコ

側から要請があった場合には、VHS防疫体制の確立と水腫発生の問題の解決を図り、安定的な種苗生産技術開発

を図るため、小規模な新規技術協力プロジェクトの立ち上げを検討する必要があると思われる。 

                                                      
4 EUの魚類防疫にかかる考え方は、日本のそれと異なり、疾病の発生が確認された時点で、養殖場全体を閉鎖しなけ

ればならない。 
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下記はトルコ側との協議により立案された新規プロジェクトのコンセプト案である。しかしながら、現在ト

ルコでは CFRI のケースを含む多くの魚病発生例が報告され始めており、かつ上述の EU の協力プロジェクトの

もとで家畜疾病にかかる第二次対処法案を作成している途上にあることから、新規案件の実施には下記前提条

件が満たされていることを確認する必要がある。 

一方、アンタルヤ県におけるベイメリック養殖開発センターをプロジェクトサイトとする平成16年度新規採

択案件「カレイ養殖」については、CFRI で生産される黒海イボガレイの種苗の供給を前提とする普及活動が主

要な内容であるため、現状を踏まえてその実施は見合わせるべきであり、今後のCFRIの種苗生産結果を見極め

た上で、プロジェクト開始時期を検討すべきであるとの結論に至った。 

 

(1) 新規プロジェクト概要案 

ア．プロジェクト名（仮） 

 黒海カレイ持続的種苗生産技術開発 

 

イ．プロジェクトサイト 

プロジェクトサイトは、ボルノバ獣医管理研究所ではなくCFRIを想定する。ボルノバ獣医管理研究所は、特

定疾病の公的認定機関として位置づけられるが、本件では種苗生産現場における防疫体制の確立を重視するた

め、黒海イボガレイを含む新規養殖対象魚種の種苗生産・供給の研究施設であるCFRIにおいて、現場における

「迅速診断体制（RT-PCR 診断法を適用予定、基本的機材は過去の協力を通じて既に供与されているもので対応

可能）」の確立を目指すものとする。また、これによってトルコ政府として二重検査体制が整備されることとな

る（日本においても二重検査体制が確立されている）。 

 

ウ．プロジェクト期間 

 2005年1月から2年間 

 

エ．プロジェクト実施機関（C/P機関） 

農業村落省農業生産開発総局（TUGEM） 

 

(2) 新規プロジェクトの骨子案 

ア．プロジェクト目標 

 CFRIで生産される黒海カレイ種苗の質が改善される 

  

＜達成の指標＞ 

  VHS防疫手法のマニュアルが作成される，水腫の対処指針が作成される 

 

イ．成果 

1) VHSに対する防疫手法が確立される 

2) 水腫に対する対処手法が開発される 

 

ウ．活動 



 

 - 22 -

1)-1 必要な資機材を導入する 

1)-2 VHSウイルス検出のためのPCR手法の研修を行う 

1)-3 現在の黒海カレイ種苗生産におけるVHSウイルス防除手法開発にむけた問題点の検討を行う 

1)-4 現在の黒海カレイ種苗生産にVHSウイルス防除手法を導入する 

2)-1 卵質および仔稚魚の選別基準を確立する 

2)-2 現在の黒海カレイ種苗生産における水腫対処手法開発にむけた問題点の検討を行う 

2)-3 現在の黒海カレイ種苗生産に水腫対処手法を導入する 

 

エ．主要投入 

1) 日本側投入 

・ 専門家 

 VHS 防疫体制の確立と水腫の問題解決を図り種苗生産の安定化技術に中心となって取り組む防疫分野専

門家（長期専門家） 

 3月～7月までの種苗生産期間中に防疫分野専門家を補佐する種苗生産分野専門家（短期専門家） 

 3月～7月までの産卵期・種苗生産期を通じて親魚・卵・孵化仔魚・育成種苗のVHSウイルスチェック，

診断および防疫体制とC/Pへの技術指導を行う魚病分野専門家（短期専門家） 

 C/P への魚病全般に関する指導・講義のための魚病分野専門家（短期専門家：プロジェクト初年度のみ

1週間程度） 

・ VHS防除に必要な資機材 

・ トルコ人C/Pの本邦研修（必要に応じて） 

2) トルコ側投入 

・ C/P 人材（プロジェクトマネージャー，コーディネーター，飼育場長，種苗生産システム，生物餌料管理，

親魚管理，魚病管理，機器管理） 

・ 日本側投入以外の必要な資機材 

・ 既存資機材のスペアパーツ 

・ CFRIの維持管理費 

 

オ．外部条件 

1) プロジェクト目標 

・トルコ政府の水産開発および防疫体制にかかる政策が変化しない 

2) 成果 

・VHS以外の予期できない魚病が発生しない 

・異常気象が起こらない 

・資機材のメンテナンス（UV殺菌装置など）が完全に行われる 

3) 活動 

・CFRIにおける労働力（C/P，ワーカーなど）が確保される 

・供与資機材の到着が遅れない 

 

カ．前提条件 
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1)  魚病管理部門のC/Pに獣医師が2名配置される 

2)  2004年7月13日付けトラブゾン地方動物衛生委員会発行文書（文書番号第8号）における紫外線殺菌装置

の設定強度に関する記載が適切なものに変更される 

 

キ．その他 

・ プロジェクトの実施にあたっては、CFRI とボルノバ獣医学管理研究所の緊密な連携が必要不可欠である。

（迅速性とダブルチェック体制の確保） 

・ 現在CFRIにおいては、利用済み海水の処理がなされず、外洋に排水が流されている状況であるが、本件協

力では疾病を扱うこととなることから、今後何らかの廃水処理の実施が必要と思われる。検討の結果、施設

的に電解装置と沈殿池を組み合わせ処理することが技術的にもコスト面からも優位性があると判断された。 

・ 取水に対する滅菌処理は紫外線照射装置が設置済みであり、現状でVHSウイルス対策としては適性であると

判断されたものの、他のウイルスへの対策として改善する必要が生じることも予想された。そのため、トル

コ側からは取水処理についてはトルコ政府による措置で、排水処理については日本側の協力により整備した

いとの要望が出された。 

・ その他の前提条件に関して、特に必要な条件に関しては、団長書簡を通じトルコ側に別途提出を行った。 

 

５−２ 教訓 

（1） 相手国実施機関の十分な予算と人材の投入を得るためには、相手国の政策との整合性が重要である。ま

た、相手国実施機関関係者の日本での研修事業を通じた相互の信頼と理解が大きな意味をもつ。 

（2） プロジェクトで使用する施設、機材の管理を行う専任技術者を配置することが、円滑な事業の運営のた

めに大切である。 

（3） 特に人為管理下に生物を置く養殖のような事業を行う場合は、魚病発生は不可避であるとの認識に立ち、

協力当初から当該分野に関する協力のコンポーネントを設け、相応の投入を図るべきである。 
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別添資料３：調査団ミニッツ（PDMEを含む） 



































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料４：団長書簡  





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料５：黒海イボガレイ養殖普及にかかる現状 

（河原短期専門家業務完了報告書抄） 















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料６：黒海イボガレイ養殖開発にかかる協力の変遷 
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